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研究成果の概要（和文）：わが国の活火山地域でのハザードマップデータベース，過去約2000年間で噴火活動と災害実
績の火山災害データベースを作成して，火山災害の特質を考察した。さらに，具体的活火山地域で地域基礎情報GISデ
ータ（火山特性，噴火履歴，災害実績，防災体制，自然・社会環境）を作成して，災害リスクの評価，噴火イベントツ
リーと噴火シナリオを検討した。これらから確率的観点での次世代型の火山防災体制のあり方について検討した。また
，その成果は火山防災体制構築の基礎資料として自治体防災担当者や地域住民に提供し，検証した。

研究成果の概要（英文）：A database of volcanic hazard maps in Japan was worked out. Current version includ
es 160 maps and handbooks published for 40 of the 110 active volcanoes. Records dealing with volcanic disa
sters have been obtained for a total of 1,162 eruptions over the past 2,000 years. There were approximatel
y 20,000 victims and over 80% of the deaths were due to volcanic tsunami, followed by deaths from lahars, 
including mudflows or debris flows, pyroclastic falls, debris avalanches, and pyroclastic flows. Frequency
-distribution analyses for eruptions show the average frequency for each of VEI. The VEI 5 eruptions occur
 once every 180 years, and VEI 4 occur once every 50 years. VEI 3 and VEI 2 eruptions occur once every18 y
ears and 4 years. We expect local administrative officials to use present probabilistic mitigation system 
implemented with risk assessments, eruption event-trees and scenarios results to propose robust counter-me
asure strategies to implement when future volcanic events occur.
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１．研究開始当初の背景 
火山災害は噴火活動の様式や規模が様々で，
噴出物の種類も多岐にわたるため，他の自然災
害に比べて災害要因がかなり多様である。また，
噴火活動が長期化したり，大規模化すると複数
の災害要因が係わることも多くなり，被災規模
や被災地域が拡大する。しかし，こうした大規
模噴火の発生頻度は数百年や数千年に一回程度
と低いため，災害発生事例による教訓継承は容
易でない。一方，わが国の多くの活火山地域は
温泉湧出もあり主要な観光資源として，火口周
辺地域まで利活用がすすんでいる。 
近年の先進的防災対応は低頻度災害の要因の
対応も可能な確率論的手法の検討が主流となり
つつある。また，欧米を中心とした火山防災先
進国では火山災害のリスク評価手法の検討が活
発に展開されている。 
しかし，わが国の現況は国内での統一的地域
ディジタル数値情報の整備も不十分で，災害実
績や予測などのための地域基礎データのGIS処
理は容易でない。また，火山地域での確率論的
防災対応の検討事例は少なく，火山災害リスク
評価が実施された地域はほとんどない。したが
って，わが国での火山防災体制への基盤整備は
不十分で，大規模火山噴火や低頻度の災害要因
の確率論的火山防災体制の検討・整備が特に急
がれている。 
 
２．研究の目的 
 本研究では，わが国の 110活火山地域でのハ
ザードマップと関係資料を集積したハザードマ
ップデータベース（防災科研 HP で公表中）を
更新するとともに，わが国の過去約2000年間で
の噴火の様式と規模，災害実績，災害要因など
の噴火災害データベースを作成する。これらの
データの整理検証をすすめて，諸外国の実績デ
ータと定量的に比較参照することで，わが国の
火山災害のもつ時空的特性を明らかにする。 
活火山地域を事例的にとりあげて，対象地域
の自然・社会環境を含む地域防災基礎情報を
GIS で作成し，それを活用して噴火活動のイベ
ントツリー（確率樹）やシナリオを作成すると
ともに，リスク評価手法を開発して，実施する。
さらに，これらの結果を地域自治体の火山防災
担当者と実証的に検証する。 
得られた成果をもとに，今後わが国で求めら
れている確率論的な火山防災対応のあり方を提
案して，次世代型の防災体制の構築に貢献する。 
 
３．研究の方法 
（１）火山ハザードマップデータベース構築と
更新および検証 
近年の火山噴火警戒レベルの導入や，国交省
による火山噴火緊急減災対策砂防計画によって，
活火山地域では防災マップや地域防災計画の見
直し作業がすすんでいる。そこで，これまでに
収集作成済みの火山ハザードマップ(防災マッ
プ)と関係資料のデータベースシステム（防災科
学技術研究所HP；中村ほか,2007など）の更新
作業をすすめる。その結果から，わが国での活

火山周辺自治体の防災情報の公表状況や内容の
検証作業をすすめる。 
（２）火山噴火と災害実績についての火山災害
データベースの構築と検証 
わが国110活火山の過去約2000年間の噴火活
動や災害実績の記録収集をすすめて，火山災害
データベースを構築する。これらにより，わが
国における噴火活動の噴火様式，規模，噴出物，
頻度，および災害実績と災害要因について，で
きるだけ定量的な特質として明らかにして，確
率論的な防災対応検討のための基礎資料にする。 
（３）火山地域での噴火活動イベント確率樹・
シナリオの作成と災害リスク評価 
わが国の典型的活火山地域で火山防災体制が
比較的よく整備されている地域をとりあげて，
地域の自然環境，社会環境，防災体制などをGIS
によって地域防災基礎情報として整備する。そ
の結果から，火山噴火に際しての時系列プロセ
スを解析して，噴火活動のイベントツリーと噴
火経過のシナリオを作成する。これらの結果を
もとに，対象火山地域の地域基礎情報からリス
ク因子および脆弱性因子などを抽出してリスク
評価手法を開発して，火山災害リスク評価を実
施する。これらをもとに，対象火山地域の効果
的火山防災対応のあり方の確率論的検討をする。 
（４）次世代型の火山防災体制の提案 
火山災害データベース，イベント確率樹，噴
火シナリオ，活火山地域リスク評価についての
確率論的防災体制のあり方を国際学会などで成
果発表して，先行実績のある諸外国の火山研究
者や防災専門家などと議論をすすめて，より効
果的な防災対応について検討更新をすすめる。
これらの成果について火山地域の自治体防災担
当者や住民などとも意見交換をすすめて検証す
る。これらよって，効果的で堅牢な次世代型の
確率論的な火山防災体制のあり方を提案する。 
 
４．研究成果 
本研究では，以下のような成果が得られた． 
（１）火山ハザードマップデータベースの整
備と検証 
わが国の活火山地域で公表されたハザード
マップと関係防災資料の初版から最新版まで
の入手可能な資料を高解像度画像データで収
録した。これらをデータベース化して，防災
科学技術研究所WEBでHP公開（日本火山
学会火山防災委員会・防災科学技術研究所編

図１. 火山ハザードマップデータベース, 防災科学技

術研究所HP  (Nakamura et. al., 2013). 



集）した（図１）。さらに，成果を印刷公表す
るとともに，IAVCEI 2013などでDVD資料
として配布した（Nakamura et.al, 2013）。
これらによって今回収集したデータベースの
検証結果は以下の通り。 
わが国では 1983 年の北海道駒ヶ岳ハザー
ドマップ作成公表以来，現在までに 40 活火
山地域において約120マップと関係火山防災
資料が作成公表された。その作成経過は，雲
仙普賢岳 1991 年噴火後にマップの作成公表
が大きく進展し，有珠山と三宅島の 2000 年
噴火後に再び作成公表が進展した。しかし，
その後は現在まで大きな進展はない。これは
実際に発生した噴火活動によって，それぞれ
の活火山周辺地域の住民や自治体の火山防災
への関心が確実に高まったことは明瞭である。
また，マップや関係資料は更新される都度に，
住民向け内容へと工夫がされている。一方で，
マップ作成公表から 10 数年以上も更新され
てない例もある。 
現在まで作成されたマップや地域防災計画
は確定論的手法で検討されている。このため，
発生頻度の低い災害要因は検討対象から省か
れる場合が多く，結果的にこうした災害要因
については，その防災対応は想定外となる可
能性をはらんでいる（Nakamura et.al, 2013
ほか）。 
（２）火山噴火と災害実績の整理と検証 
わが国 110活火山地域の過去約 2000年間
で発生した噴火活動について，噴火様式，噴
出物，噴火規模（火山爆発指数：VEIで算出），
被災状況などを整理・検証した。その結果，
わが国では過去約2000年に約1160回の噴火
（一連の活動は1回と算出）が発生した。噴
火規模ごとの頻度みると，VEI 5は約 180年，
VEI4が約50年，VEI3が約18年，VEI2が約4
年に一回程度で発生している（図 2）。噴火規
模VEI１や０は最近約50年間で多く記録されて
いる。 
噴火現象による直接的要因での犠牲者の総数
は約 1.9万人で，その要因は約 80％が火山性津
波，次いでラハール（火山泥流・土石流），降
下火砕物，岩屑なだれ，火砕流の順である。火
山性津波と岩屑なだれは頻度が低いが，発生す
ると犠牲者数が多くなる傾向がある。ラハール，

降下火砕物，火砕流は係わる噴火規模（したが
って，要因規模）と犠牲者数とに対応関係がみ
られる。 
（３）火山災害リスクの評価，噴火活動イベン
トツリー，噴火シナリオの検討 
那須岳と吾妻山地域では地域基礎情報を GIS
データで収集できたので，ハザード要因や脆弱
要因を抽出してリスク評価手法を開発して，試
行した。両地域とも活火山は主要な観光資源で，
火口近傍の温泉地域周辺に居住空間が展開する。
このため火口から 15－20㎞地域に，公共施設，
火山防災施設，主要交通路なども展開している。
那須岳地域でみると定住民の数 10 倍以上の非
定住民が観光滞在する。吾妻火山地域では火口
から東方約 20㎞に県都福島市が位置している。
リスク評価を実施することで，地域防災体制を
構築する際の課題が明らかにされる。 
両火山の噴火履歴と災害実績などをもとに，
噴火イベントツリーと噴火シナリオを作成検討
して（図３），その結果から防災対応を検証し
た。両地域とも規模の大きめな噴火活動が発生
すると，主要水系沿いで火山泥流の発生が想定
されて，周辺の住民居住地域や主要道への防災
対応のあり方が重要な検討課題であることが示
唆される。これらは，比較参照した米国やイタ
リヤなどの活火山地域での防災対応とはやや異
なるわが国の社会基盤的な脆弱要因で，中・長
期的視野での火山防災体制構築による克服が求
められる。 

 
（４）確率論的な次世代型の火山防災の検討 
想定外の現象による災害軽減として，発生
頻度の低い大規模災害要因，火山災害の場合
は大規模噴火や長期化する活動による災害要
因，への効果的防災対応のあり方が東日本大
震災後に関心が特に高まって，その検討が社
会的に求められている。 
過去の噴火事例の検証から，マグマ活動に
起因する火山災害は，発生地域がある程度限
定され，前兆現象を伴うことが多く，活動が
長期化し，発生が繰り返される特質をもつ。
また，多様な活動様式と規模による多様な噴
出物がそれぞれ災害要因となることも火山災
害のもつ特徴である。 
これらの火山災害要因への防災対応の基盤
として，活火山の噴火履歴や災害実績の整理

図３. 那須岳火山の噴火イベントツリー(中村ほか, 

2013)． 

図２. わが国の過去約 2000 年間で発生した噴火実績とそ

のVEI規模 (Nakamura et. al., 2013)． 

 



などの防災基礎データ整備は必須で，そのた
めに精度良い全国統一方式の地域基礎数値情
報（社会基盤を含む）でのGISデータ整備は
必須となる。活火山地域の自然環境と社会環
境を考慮した噴火活動のイベントツリーやシ
ナリオの検討も必要で，さらにハザード要因
と脆弱要因を適切に抽出しての火山災害リス
ク評価の手法確立も必要であることがわかっ
た。このように，わが国で求められている確
率論的手法による次世代型の火山防災体制構
築には検討すべき課題がまだ多く残されてお
り，今後の更なる進展が期待される。 
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